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１．はじめに 

石油や石炭に代わり、太陽、風力、波力、水力およびバイオマスなどの再生可能エネルギー

への転換は、無限に近いエネルギーを繰り返し利用であること、炭酸ガスの排出量低減ができ

ることから、地球温暖化防止として注目されている。一方、この温暖化対策は、経済発展との

バランスを考慮した上で考えなければならないことは、省エネルギー化を図る大前提として繰

り返し論議されている現状にある。このような状況において、太陽光発電は、ⅰ)補助金が出る

こと、ⅱ)普及に伴う経済性の向上、ⅲ)余った電力が電力会社に売ることができること等の利

点から、近年急速な需要拡大が見込める状況にある。 

以上のような社会情勢を背景に、今回鳥取大学が実施した官学連携による技術動向調査の経

緯や中国地区における太陽光発電に関する知的財産権の調査概要を紹介する。 

 

２．官学連携による技術動向調査の経緯 

(1)中国経済産業局から太陽光発電に関する技術動向調査の依頼 

この「太陽光発電」に関する調査を始めたきっかけは、2008 年に岡山大学とともに鳥

取大学が代表機関として「文部科学省の産学官連携戦略展開事業（戦略展開プログラム）」

に応募・採択された『中国地域産学官連携コンソーシアム（以後、「さんさんコンソ」と

記載。）』に参加している中国地域の大学・高専等における太陽光発電保有技術の把握を

目的に、鳥取大学が中国経産局から『太陽光発電に関する技術調査』を依頼されたこと

に端を発している。 

(2)当該技術動向調査に関する独立行政法人 科学技術振興機構への協力依頼 

「さんさんコンソ」の外部委員の一人である独立行政法人 科学技術振興機構（以後、「Ｊ

ＳＴ」と記載。）を通じて、ＪＳＴに当該調査に係わる協力を依頼。 

(3)ＪＳＴ知的財産戦略センターメンバーとの合同調査 

ＪＳＴの知的財産戦略センター所属メンバーと鳥取大学の産学・地域連携推進機構所属メ

ンバーで構成される「太陽光発電に関する技術調査ワーキングループ」を発足させ、2009 年

9 月下旬から合同調査を開始。 

 

３．調査概要 

(1)調査報告の対象機関 

中国地域の太陽電池関連分野の事業展開や研究開発等に意欲的な企業、大学等研究機関、

同分野の事業支援に積極的な地方自治体で構成された「中国地域太陽電池フォーラム」およ

び本学及び地域太陽光発電関連業者の人材育成並びに事業創出に寄与するために設立された

「鳥取県太陽光発電関連産業育成協議会」を調査報告の対象とする。 

 (2)調査目的 

   太陽電池を主体にした技術動向調査については、特許庁から「平成２０年度特許出願技術

動向調査報告書：太陽電池」として 2009 年に報告されている。従って、該報告書との継続性

を保ちつつ該報告書にはない視点を加味した調査目的を設定。以下にその内容を示す。 



①「太陽電池・モジュール」以外の太陽光発電周辺技術・事業分野を主体とした出願動向・権

利動向の調査。 

 ②全国大学・高専等に対する中国地域大学・高専等の特許技術力等の分析・評価。 

 ③企業の製品開発の参考になる特許マップを提供。 

(3)具体的調査項目 

①太陽光発電に関する公開特許・登録特許の調査について、目的別に１０項目の調査を実施。 

 ⅰ)全国の太陽光発電に関する公開特許の調査 

 ⅱ)全国の太陽光発電に関する登録特許の調査 

 ⅲ)全国の大学・高専等の太陽光発電に関する公開特許、登録特許の調査 

 ⅳ)全国の公共機関等の太陽光発電に関する公開特許、登録特許の調査 

 ⅴ)中国地方の大学・高専、企業等の太陽光発電に関する公開特許、登録特許の調査 

 ⅵ)「さんさんコンソ」加盟企業の公開特許、登録特許の調査 

 ⅶ)「さんさんコンソ」での各要素技術についての全国の公開特許、登録特許の調査 

 ⅷ)全国の色素増感太陽電池・太陽光発電に関する公開特許、登録特許の調査 

 ⅸ)全国の太陽電池に関する公開特許の調査 

 ⅹ)全国の太陽電池に関する登録特許の調査 

②その他の調査として、ⅰ)IPC 分類についての調査、ⅱ)出願人構造図の作成、ⅲ)被引用文

献数の多い登録特許の調査を実施。さらに、調査する研究者が報告書（冊子）の表と CD-ROM

データを相互に参照して使用できる「URL リンク付き特許マップ」を作成（下図参照）。 
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URLリンク付き特許マップの事例 ＜中国地方の企業の特許出願＞

＜表５－１－２＞ 中国地方の企業の特許出願（但し、１００件以上の出願をおこなっている大企業を除く）
１９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ 合計

1 新日本石油 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 1 0 1 1 0 7
2 三社電機製作所 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 6
3 中電工 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 4
4 住友重機械工業 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0 1 0 4
5 ＪＦＥスチール 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 3
6 セントラル硝子 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 2
7 東ソー 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1
8 宇部興産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1
9 トクヤマ 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

10 コアテツク 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1
11 クラレ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1

【中電工 1998年】
特開 2000‐31521

②表（Ｅｘｃｅｌ）から、
特許リスト（ＨＰブラウザ）へ

③特許リストから、
特許公報（Web上）へ

①表の件数（0件以外）をクリック

クリック

 

４．まとめ（調査報告書の活用結果） 

(1)「中国地域太陽電池フォーラム」には、2010 年 8 月に冊子配布と説明を実施。 

(2)「鳥取県太陽光発電関連産業育成協議会」には、2010 年 10 月に冊子配布と説明を実施。 
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